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1. 15年 3月期の業績（平成14年 4月 1日～平成15年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期       17,885     9.7         672－          666－

14年 3月期       16,308   △18.7        △268 －         △213 －

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期          370－          12.56      3.6     3.2     3.7

14年 3月期         △835 －         △29.83 －     △7.9    △1.0    △1.3

(注 )1.期中平均株式数 15年 3月期     28,013,733株 14年 3月期     28,020,709株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
15年 3月期           3.00          0.00          3.00          84    23.9     0.8

14年 3月期           0.00          0.00          0.00           0－ －

(注 )15年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 3月期       21,101      10,593     50.2         378.23

14年 3月期       21,068      10,127     48.1         361.44

(注 )1.期末発行済株式数 15年 3月期     28,021,468株 14年 3月期     28,021,468株
2.期末自己株式数 15年 3月期         13,687株 14年 3月期          1,423株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        9,000         350         180          1.50－ －

通 期       18,000         700         360－           1.50          3.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          12円 85銭

【 注 １ 】 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て い ま す 。
【 注 ２ 】 上 記 予 想 は 現 状 で の 見 通 し で あ り 、 今 後 の 状 況 変 化 に よ っ て は 異 な る 業 績 結 果 と な る こ と
　 　 　 　 も 予 想 さ れ ま す の で ご 了 解 願 い ま す 。 な お 、 詳 細 は 添 付 資 料 の ６ ペ ー ジ を ご 参 照 下 さ い 。



比較貸借対照表

(単位：百万円）

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　債　及　び　資　本　の　部

期別　 当 期 末 前 期 末 期別　 当 期 末 前 期 末

　科目 15.3.31現在 14.3.31現在 　科目 15.3.31現在 14.3.31現在

21,101 21,068 32 10,507 10,941 △433 

9,974 9,464 510 6,507 6,723 △216 

708 805 △97 205 1,063 △858 

4,202 3,260 941 3,224 2,492 732 

1,947 1,845 101 1,500 2,000 △500 

40 40 0 

1,286 1,727 △440 

491 350 140 165 106 59 

1,068 1,193 △124 121 106 15 

152 79 72 198 8 190 

81 172 △90 135 -  135 

△4 △11 7 11 29 △17 

固定資産 11,126 11,604 △478 21 55 △34 

8,155 8,770 △614 360 300 60 

建 物 2,528 2,597 △68 1 -  1 

構 築 物 322 357 △35 固定負債 4,000 4,217 △216 

機 械 装 置 3,615 4,070 △455 1,418 1,978 △560 

車 両 運 搬 具 15 14 1 2,457 2,032 424 

工 具 器 具 備 品 96 107 △10 124 205 △81 

土 地 1,576 1,576 -  

建 設 仮 勘 定 -  45 △45 10,593 10,127 465 

19 22 △3 4,062 4,062 -  

電話加入権等 19 22 △3 3,435 3,435 -  

2,951 2,811 139 3,435 3,435 -  

投 資 有 価 証 券 613 619 △6 3,040 2,670 370 

関係会社株式 1,147 1,165 △17 359 359 -  

長 期 貸 付 金 23 13 9 

長 期 前 払 費 用 0 1 △0 

繰 延 税 金 資 産 1,009 848 161 97 101 △4 

そ の 他 投 資 等 157 164 △6 2,150 2,900 △750 

貸 倒 引 当 金 △1 △1 -  

56 △40 97 

△2 △0 △2 

21,101 21,068 32 21,101 21,068 32 

（注）当期から自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準を適用し、前期末においては比較を
　　　容易にするため、新基準にて表示しています。

利 益 準 備 金

海 外 投 資 等

損 失 準 備 金

圧 縮 記 帳 積 立 金

合計 合計

（ う ち 当 期 純 利 益 又 は

当 期 純 損 失 （ △ ） ）

その他有価証券評価差額金

△721 

(370) (△835)

自己株式

当 期 未 処 分 利 益

又 は 当 期 未 処 理 損 失 403 

(1,206)

1,124 

-  

投 　資 　等

無形固定資産

資本剰余金

資 本 準 備 金

30 

貸 倒 引 当 金

預 り 金

役員退職慰労引 当金

その他流動負債

有形固定資産

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

(資本の部）

資　 本 　金

繰 延 税 金 資 産

未 払 消 費 税 等

仕 掛 品 未 払 費 用

そ の他 流動 資産

製 品 長 期 借 入 金

材 料 ・ 貯 蔵 品 未 払 金

売 掛 金 短 期 借 入 金

有 価 証 券 一 年 以 内 返 済

（資産の部） （負債の部）

増減

流動資産 流動負債

受 取 手 形 買 掛 金

現 金 預 金 支 払 手 形

増減

別 途 積 立 金

-  560 560 

30 

未 払 法 人 税 等

前 受 金

賞 与 引 当 金

利益剰余金

－１９－



比較損益計算書

(単位：百万円）

前　　　　　期

14.4.1～15.3.31 ％ 13.4.1～14.3.31 ％

〔経　常　損　益〕

営業損益

17,885 16,308 1,576 9.7

14,726 13,856 870 

2,486 2,720 △234 

　営業利益又は営業損失(△)営業利益又は営業損失（△） 672 3.8 △268 △1.6 940            -

営業外損益

営業外収益 72 161 △88 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2 11 △8 

そ の 他 収 益 69 150 △80 

営業外費用 79 106 △27 

支 払 利 息 49 39 9 

手 形 売 却 損 7 19 △12 

そ の 他 費 用 22 47 △24 

経常利益又は経常損失（△） 666 3.7 △213 △1.3 879            -

〔特　別　損　益〕

特　　別　　利　　益 7 26 △19 

固 定 資 産 売 却 益 -  12 △12 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 7 14 △7 

特　　別　　損　　失 405 708 △302 

特 別 退 職 金 -  255 △255 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 -  161 △161 

固 定 資 産 売 却 損 1 1 △0 

固 定 資 産 除 却 損 109 199 △90 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 290 57 233 

子 会 社 株 式 評 価 損 -  10 △10 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 4 4 0 

破 産 債 権 貸 倒 損 -  18 △18 

199 14 185 

△302 △73 △228 

33 114 △81 

958 百万円 943 百万円 15 百万円

△895 

減 価 償 却 実 施 額

当 期 未 処 理 損 失 （ △ ）

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ）

370 
当 期 純 利 益 又 は

当 期 純 損 失 （ △ ）

403 △721 

前 期 繰 越 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法 人 税 等 調 整 額

法人 税、 住民 税及 び事 業税

当　　　　　期
増減率（％）

267 

(注）有形固定資産

1,124            -
当 期 未 処 分 利 益 又 は

売 上 高

　　　科目

　　　　　　　　　　　期別

売 上 原 価

増　　　　減

1.5

           -1,206 △5.1△835 2.1

           -1,162 △5.5

－２０－



利益処分計算書（案）及び損失処理計算書  

(単位：百万円）

項　　　　　　　目 当　　　　　期 前　　　　　期 増　　　　　減

当期未処分利益又は
当期未処理損失（△）

別 途 積 立 金 取 崩 額 -  750 △750 

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 4 4 △0 

計 408 33 374 

これを次のとおり処分します。

利 益 配 当 金 84 -  84 

取 締 役 賞 与 金 18 -  18 

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 0 -  0 

圧 縮 記 帳 積 立 金 2 -  2 

別 途 積 立 金 100 -  100 

計 204 -  204 

次 期 繰 越 利 益 203 33 169 

（注）海外投資等損失準備金及び圧縮記帳積立金の計上は税効果会計における税率変更の調整額であります。

（普通配当1株につき3円00銭）

△721 1,124 403 

－２１－



(重要な会計方針）

1. 資産の評価基準及び評価方法

・ ・ ・ ・ ・ 総平均法による原価法

・ ・ ・ ・ ・ 満期保有目的債券　　　　…　償却原価法（定額法）

子会社及び関連会社株式　…　移動平均法による原価法　

その他有価証券

　　時価のあるもの       　…　決算日の市場価格等に基づく時価法

　　時価のないもの　　　…　移動平均法による原価法
2. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・ ・ ・ ・ 定率法〔建物(建物附属設備を除く）のみ定額法 〕

無形固定資産 ・ ・ ・ ・ 定額法

3. 引当金の計上基準

・ ・ ・

・ ・ ・ 支給見込額
・ ・ ・ 当期末において発生していると認められる額（当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づく）
会計基準変更時差異 … 15年による均等額を費用処理

過去勤務債務 … 発生年度に全額を処理

数理計算上の差異 … ５年による定額法により翌期から費用処理

・ ・ ・ 役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額
4. 外貨建資産負債の換算基準 ・ 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しています。
5. ・

6. ・ 税抜方式によっています。

7. 自己株式及び法定準備金取崩等会計 ・ 「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）

が平成14年４月１日以後に適用されることになったことに伴い、当期から

同会計基準によっています。これによる当期の損益に与える影響は軽微で

あります。なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表

の資本の部については、改正後の財務諸表等規則により作成しています。

8. １株当たり情報 ・ ・ ・ ・ ・ 「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）

が平成14年４月１日以後開始する事業年度に係る財務諸表から適用されるこ

とになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針によっています。

なお、前期の１株当たり情報につき、当該新基準の方法によった場合は、普
通株式に帰属しない控除項目がなかったため、影響はありません。

(注　記　事　項）

1５年／３月期 1４年／３月期

1. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円 百万円

2. 保証債務 百万円 百万円

3. 受取手形割引高 百万円 百万円

4. 担保に供している資産(有形固定資産：工場財団） 百万円 百万円

5. 子会社との取引高

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円92

20,882

3,453

650

1,089

　　　　　　                    　　　　　（評価差額＝全部資本直入法、売却原価＝移動平均法）

223

995

役 員 退 職 慰 労引 当金

リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法

退 職 給 付 引 当 金

一般債権　      　 …　貸倒実績率

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっています。

貸倒懸念債権等　…　回収不能見込額

消 費 税 等 の 会 計 処 理

たな卸資産

有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

52

201

4,218

売 上 高

仕 入 高

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高

828

120

21,055

778

－２２－



6. 税効果会計

①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

1５年／３月期 1４年／３月期

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 百万円 百万円

未払事業税 百万円 百万円

繰越欠損金 百万円 百万円

そ 　の　 他 百万円 百万円

    （小計） 百万円 百万円

評価性引当額 百万円 百万円

    〔合計〕 百万円 百万円

繰延税金資産（流動）の純額 百万円 百万円

繰延税金資産（固定）

退職給付引当金 百万円 百万円

投資有価証券評価損 百万円 百万円

役員退職慰労引当金 百万円 百万円

ゴルフ会員権評価損 百万円 百万円

その他有価証券評価差額金 百万円 百万円

そ      の      他 百万円 百万円

    〔合計〕 百万円 百万円

繰延税金負債（固定）

圧縮記帳積立金 百万円 百万円

海外投資等損失準備金 百万円 百万円

その他有価証券評価差額金 百万円 百万円

    〔合計〕 百万円 百万円

繰延税金資産（固定）の純額 百万円 百万円

②法定実効税率差異

1５年／３月期 1４年／３月期

法定実効税率 ％ ％

（調整）

繰越欠損金の利用 ％ ％

交際費等の損金不算入額 ％ ％

受取配当等の益金不算入額 ％ ％

繰延税金資産減額修正（税率変更） ％ ％

法人税額から控除される所得税額 ％ ％

住民税均等割等 ％ ％

そ      の      他 ％ ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ ％

（注）１４年／３月期は当期純損失につき注記を省略しています。

        -

5.9

△ 38.4
1.8         -

        -

        -

0.1

△ 70

1,009 848

△ 45 △ 43
△ 21 △ 21

△ 131 △ 135

△ 64

152 365

152 79

152 79

△ 285        －

131 76

16 　　　　－

42.0

6.3

        -

        -

        -

10.2

        -

0.0

40.6

△ 103.3

　　　　－ 285

6 72

50 86

3 3

956 792

1,140 984

0 4

98 0

28 27

－２３－



製品別売上高

数 量 ＠／屯 金 額 数 量 ＠／屯 金 額 数 量 金 額

屯 百万円 屯 百万円 屯 百万円 %

ｽﾃﾝﾚｽ鋼線 国内 25,028 465 11,630 22,282 470 10,483 2,746 1,147 10.9

輸出 3,293 494 1,625 2,428 514 1,246 865 378 30.4

計 28,321 468 13,255 24,710 475 11,730 3,611 1,525 13.0

金 属 繊 維 国内 2,237 2,336 △98 △4.2

輸出 663 542 121 22.3

計 2,900 2,878 22 0.8

その他加工品 国内 1,498 1,479 18 1.3

輸出 28 19 8 44.9

計 1,526 1,498 27 1.8

（合計） 国内 15,365 14,298 1,066 7.5

輸出 2,317 1,808 508 28.1

計 17,683 16,107 1,575 9.8

国内 23 22 1 5.4

輸出 178 178 0 0.2

計 202 200 1 0.8

国内 15,389 14,321 1,068 7.5

輸出 2,495 1,986 508 25.6

計 17,885 16,308 1,576 9.7

14.0 12.2 

増減率
金　額

　製品別

　　　　　　期別
（13.4.1～14.3.31)（14.4.1～15.3.31)

当　　　　　　　期 前　　　　　　　期
増　　　減

輸出比率（％）

【総　　合　　計】

〔伸線加工事業〕

〔その他の事業〕

－２４－



－２５－

役 員 の 異 動         

(平成 15 年 6 月 27 日　同日付)

1．新任取締役候補者

役職名（委嘱） 氏　　名 現在の役職名

取締役
(総務部長）

ふじひら　 よしあき

藤 平 芳 昭       総務部長

取締役
(枚方工場金属繊維製造部長)

 はりう　 　　おさむ

針 生  修       枚方工場金属繊維製造部長

取締役
(金属繊維販売部長）

あまがす　　ふみお

甘 粕 文 雄       金属繊維販売部長

取締役
(東京支店長）

さいとう　　けいご

斉 藤 恵 五       大阪支店長

２．昇任予定取締役

役職名［担当］、（委嘱） 氏　　名 現在の役職名（委嘱）

常務取締役
(枚方工場長）

みずき　　まさみつ

水 木 正 光       
取締役
(枚方工場設備部長）

常務取締役
［販売企画部・資材部・鋼線
販売部門・技術ｻｰﾋﾞｽ部担当］

　しろせ　 しゅんすけ

白 勢 春 輔       
取締役
(東京支店長）

３．委嘱の変更

新（委嘱） 氏　　名 現（委嘱）

取締役
（枚方工場設備部長）

　みなみ　　　せいじ

南  整 二       
取締役
(枚方工場鋼線製造部長）

４．退任予定取締役

現在の役職名［担当］、（委嘱） 氏　　名 退任後の役名
常務取締役
［金属繊維販売部・半導体機
材販売部］

 いとう　　つねひろ

伊 藤 恒 宏       －

常務取締役
［販売企画部・資材部・鋼線
販売部門・技術ｻｰﾋﾞｽ部担当］

まつもと  えいすけ

松 本 榮 介       －

常務取締役
(枚方工場長）

  すみだ　 しょういつ

住 田 昭 逸       当社監査役（常勤）に就任予定

取締役
(経営企画部長）

　 かとう　 　けんじ

加 藤 謙 治       当社監査役（常勤）に就任予定



－２６－

５．新任監査役候補者

役　　名 氏　　名 現在の役職名

監査役（常勤）
  すみだ 　しょういつ

住 田 昭 逸       当社常務取締役

監査役（常勤）
　 かとう　 　けんじ

加 藤 謙 治       当社取締役経営企画部長

監査役
　 おはら　　　ひろし

小 原  坦       
ナスクリエート株式会社
取締役第二営業部長

６．退任予定監査役

役　　名 氏　　名

監査役（常勤）
まつばら　やすひこ

松 原 康 彦       

監査役（常勤）
　まつしま　　　あきら

松 島  彰       

監査役
　すぎはら　　　まもる

杉 原  守       

７．相談役の退任予定

役　　名 氏　　名

相談役
おはま　　かんじ

小 濱 寛 爾       

　　　以上


